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本研究では、分工場の問題が発生するメカニズムを明らかにするために、北陸地域の分工場を

対象とした調査から、分工場の機能の変化と組織構造、分工場の形成するローカルリンケージお

よび地元企業との取引関係について検討をすすめている。本研究から明らかになったのは以下の

とおりである。①分工場の機能は時間と共に変化をする。先行研究の指摘のように、いくつかの

事業所で生産機能において機能の高度化が見られた。②分工場では生産現場に最も多くの人員が

配置されているが、生産技術でも相当の人員が配置されている。一部ではあるが研究開発機能を

有している事業も存在した。また、分工場のいくつかは事業所内部に購買（外注先選定）機能を

有している。ただし、独立系と比べれば、営業および研究開発の人員は明らかに少なく、研究開

発が事業所内でおこなわれる比率はきわめて低い。調達部署の場所も事業所内でおこなわれる比

率はきわめて低い。③分工場のローカルリンケージおよび地元企業との取引関係について、まず

分工場の主な納入先についてみると、75.0％が資本関係のある事業所であり、独立系の納入先

がすべて資本関係のない事業所となっていることとは大きく異なっていることが明らかになっ

た。
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Ⅰ．はじめに

本稿の目的は、地方分工場の機能の変

化およびローカルリンケージの形成につ

いて、北陸地域の事業所を対象におこな

った調査から検討することである。これ

まで日本での分工場に関する研究では、

分工場経済が持つ問題点については数多

くの指摘がなされてきたが、これら分工

場がどのような特性を持ち、それが時間

と共にどのように変化するのかという点

についてはほとんど研究がおこなわれて

こなかった。本研究では未だ地方圏の経

済において重要な地位を占める分工場に

焦点をあて、分工場が持つ特性およびそ

の変化について検討を進める。

戦後、地域開発政策等によって企業誘

致に成功した地域では、工業出荷額等の

マクロ指標でみれば一定の成長を見せた

ものの、内発的発展論者からは、その

「質」について多くの問題を抱えていると

いうことが指摘されてきた。そこで誘致

されたのは複数立地制企業の分工場

（Branch plants）であり、これら分工場

が中心の地域経済（分工場経済、Branch

plant economies）がもつ問題点として

は、①頭脳の流出、②利益の域外流出、

③イノベーション創造能力の欠如、④弱

い波及効果、⑤低水準な労働等が指摘さ

れている（Massey 1995、藤川2001、

中村2004）。地域開発論の視点から考え

れば、これら分工場経済に関する先行研

究では地域開発を単に立地の問題ではな

く、地域の視点から地域経済の質との関

わり合いの上で議論したものとして高く

評価される。しかしながら、分工場経済

がどのような問題を有しているのかとい

う指摘がなされているにもかかわらず、

分工場の問題がどのようなメカニズムに

よって発生するのかについてはほとんど

明らかになっていない。

さて、分工場の問題が発生するメカニ

ズムを理解するためには内的要因と外的

要因の2つの視点から検討する必要があ

る。分工場の問題を発生させる内的要因

とは、分工場の意思決定機能の欠如とい

った分工場内部の要因である。一方、外

的要因とはそもそも地域内に潜在的な取

引企業の集積が存在しないといった、分

工場外部の要因である。これまでの分工

場の問題に関する研究は主に内的要因に

注目したものであった。内的要因と外的

要因は結びついており、例えば、潜在的

な取引企業の集積の欠如は分工場の組織

において情報収集能力の必要性の低下へ

とつながる可能性を持つのである。この

ように、分工場の問題を理解するために

は2つの要因とその相互作用に注目する

ことが重要である。

分工場の問題が発生するメカニズムに

ついて研究を進めるために、本研究では

内的要因に関する、実際に分工場がどの

ような機能および組織構造を有しそれが

時間とともに変わるのか、また地元企業

とどの程度取引関係を有しているのかと

いう点を明らかにしたい。その上で本稿

では外的要因を把握するための試論とし

て、分工場が地元企業の技術レベルをど

のように評価しているのかについて検討

する。本研究を進めることによって、分
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工場が持つ特性の一端が明らかになるも

のと思われる。

本研究では、関西大学榊原研究室およ

び福井県立大学南保研究室が共同でおこ

なった北陸地域１の事業所を対象にしたア

ンケート調査『北陸地方における製造業

企業の取引構造』およびヒアリング調査

から、分工場の機能の変化および地元企

業との取引関係について検討している。

本研究で事例として北陸地域を取り上げ

たのは、同地域には地域中堅企業が一定

数存在する一方で戦後、東京や大阪を本

拠地とする大企業の分工場が数多く進出

していきているからである。こうしたこ

とから、上記問題を検討する事例として

北陸地域を取り上げることは、本稿の問

題意識に適っていると考えることができ

る。

本研究では以下の手順で議論を展開す

る。続くⅡではアンケート調査の進め方

と回答企業の概要について説明する。Ⅲ

からⅤでは分工場の問題が発生する内的

要因について検討する。Ⅲでは事業所の

機能の変化を検討する。そこでは分工場

と独立系企業の本社工場と比較している。

特に事業所の機能については生産機能の

みならず、意思決定機能および管理機能

について注目している。Ⅳでは事業所の

組織構造について、分工場と独立系企業

の本社工場とで比較している。そこでは

事業所の人員配置、研究開発および購買

および外注先の決定がおこなわれる組織

について検討している。Ⅴでは事業所の

地域経済との関わり合いについて検討し

ている。そこでは地元企業利用率および

ローカルリンケージの進化に関わる外注

候補企業の探索について検討している。

Ⅵでは外的要因に目を向け、外的要因を

把握する試論として、分工場が地域内の

企業をどのように評価しているのかにつ

いて検討する。Ⅶではこれまでの量的な

分析を補うために、4つの事例分工場を

取り上げ、より詳細に分工場の組織構造

および機能について検討を進める。

Ⅱ．研究の進め方と回答企業の概要

本研究の対象は分工場であるが、分工

場の特徴をより一層明らかにするために、

本研究では同様のアンケート調査を独立

系の本社工場を対象に行い、分工場との

比較検討を進めるという手法をとってい

る２。あわせて、アンケート調査の結果を

検証およびより詳細な分析を進めるため

に、回答企業にヒアリング調査をおこな

っている。

本アンケートは、2008年9月から10月

にかけて実施した。帝国データバンクの

データベースより抽出した、北陸地域に

立地している、以下の定義により分工場

と思われる149事業所にアンケートを郵

送し、うち25事業所（有効回答率16.9％）

から回答を得ることが出来た。昨今の金

融危機の問題による急速な企業の業績不

振、さらには調査票でやや踏み込んだ内

容を聞いていることから、回答率は低い

水準にとどまった。

なお、本研究では域外所有（Watts1981）

の視点から、以下の2つを分工場として

定義している。「①複数立地制企業の生産
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工場のひとつで本社が地域外に存在して

いる」、もしくは「②事業所内に名目上の

本社機能を有しているが50％以上の資本

をもつ親会社が地域外に存在する生産企

業」である。ちなみに、本研究での「地

域内」とは同一県内を指している。

一方、独立系の本社工場については、

回収効率を上げるため著者が直接企業に

回答を依頼し、その結果10事業所から回

答を得ることができた３。

事業所の所有構造であるが、①事業所

内に本社がない事業所が7（29.2％）、②

事業所内に名目上の本社が存在するが自

社の資本を50％以上有する親会社が存在

する事業所が15（62.5％）存在した４。

本研究の定義ではこれら2類型が分工場

ということになる。なお、事業所内に本

社があり、50％以上の資本を有する親会

社が存在しない事業所は「独立系」とい

うことになる。本研究では上記手順で分

工場と独立系の事業所を区別している。

さて、分工場の事業所において業種は

一般機械5（20.0％）が最も多く、化学3

および電気機械3（12.0％）と続いてい

る（N=25）。なお、独立系の事業所は化

学4が最も多く、一般機械2と続いている

（図1）。業種構成については、残念なが

ら分工場と独立系で同一とはいえない点

に注意が必要である。なお、榊原（2005）

からすれば、「分工場と地元企業との乏し

いリンケージ」の問題については、装置

型産業はそもそも自己完結であるため産

業の特性として分工場であろうがなかろ

うが、地元企業との取引は乏しくなる。

このように業種の差異は分工場の特質を

説明する上で極めて重要な要素である。

本研究では分工場と独立系で業種構成が

異なることから、比較をする際には慎重

な検討を要する。

次に分工場の操業開始年についてみる

と、高度経済成長期にあたる昭和30年代

6 および昭和 4 0 年代 6 が最も多い

（24.0％）。比較的早い時期から操業を始

めた事業所が多いようである。一方、昭

和60年以降5（20.0％）や昭和50年代

（16.0％）という比較的新しい事業所も存

在した（N=25）。独立系では昭和30年代

が最も多くなっている（図2）。

分工場の事業所規模は50～99人および

100～299人（9事業所、36.0％）が最も
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多かった（N=25）。残念ながら、本調査

では相対的に大規模な分工場からは回答

を得ることが出来ていない。独立系は

100～299人が8と最も多くなっている

（図3）。

Ⅲ． 事業所の機能の変化

ここでは事業所の機能およびその変化

について検討することにしたい。本研究

では広義の生産機能に関係する①企画・

開発機能、②試作・加工機能、③量産品

生産機能の3つの機能および、広義の意

思決定機能にかかわる④販売先決定機能、

⑤購買（外注先）決定機能、⑥人事（採

用等）決定機能、⑦投資決定機能の4つ

の機能の強弱を4段階（①その機能はな

い、②有しているが弱い、③一部有して

いる、④中心的機能である）で聞いてい

る。ここでは①を1点、②を2点、③を3

点、④を4点とし、合計を母数で割るこ

とによって各機能のポイントを算出して

いる。ポイントが高いほど機能が高いこ

とになる。あわせて、機能の時間的変化

を検討するため、7つの機能を「以前

（操業開始時）」「現在」「今後（10年先の

見通し）」の3つの時点で聞いている。3

時点における各機能の変化を示したもの

が図4である。

分工場の各機能の変化について、まず

広義の生産機能みると、高度な生産機能

にかかわる①企画・開発機能2.13（以前）

→2.35（現在）→2.57（今後）（変化率

+20.7％）と②試作・加工機能2.43→

2.61→2.83（+16.4％）で以前よりも機

能が高度化されていることがみて取れる

（N=23）。ただし、③量産品生産機能に関

しては昨今のアジア等への海外展開と日

本国内での量産品の生産縮小を反映して

か3.54→3.50→3.33（－5.9％）となって

いる。

また、広義の意思決定にかかわる機能

についても⑤購買（外注先）決定機能

2.79→3.08→3.17（+13.6％）となって

おり、生産機能より数値自体および変化

率は低いが各機能が高度化されているこ

とがみて取れる（N=23）。ただし、⑦投

資決定機能2.41→2.39→2.5（+3.7％）は
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若干の機能強化の傾向が見られるが数値

自体は低い。また、④販売先決定機能は

2.17→1.96→2.13（－1.7％）といずれも

低い数値となっている（N=24）。ここで

は当初の予想に反して、⑤購買（外注先）

決定機能で高い機能を示していることは

興味深い。また、これまでの先行研究

（佐々木1992；1993）と同様に、動態的

にみれば本研究での分工場の生産機能お

よび意思決定機能の一部が向上している

ことが確認できる。

ただし、独立系の本社工場の機能（現

在）と比較すれば、それぞれの機能が相

当低くなっている。特に意思決定機能の

相対的な弱さは分工場の特徴として理解

できるであろう。また、分工場の機能の

変化の傾向も一様ではなく、生産機能に

関しては多くの事業所が時間の経過と共

に機能を強化する傾向にあったが、意思

決定機能に関して機能が弱くなる事業所

が4あった。これらの事業所ではグルー

プ全体での意思決定の集権化のため、重

要な意思決定機能が本社もしくは親企業

へと移管されつつあるのかもしれない５。

Ⅳ．分工場の組織構造

先にみた事業所の機能を実現し実行す

るためには、機能を実行する部署に必要

な人員を配置する必要がある。そこで次

に分工場の人員配置について検討する。

事業所の人員配置をみると、「生産・現場」

が最も多く1事業所あたり62.4人となっ

た（N=23）。ついで「研究開発」の9.2人、

「生産技術」の6.1人となっている。一方、

「営業」は2.9人、「調達・外注」は4.7人、

「人事・総務」は4.1人に過ぎない（表2）。

生産現場に携わる人員が多く、営業等ホ

ワイトカラーの人員数が少なくなったの

は予想していたとおりである。営業が少

なかったのは、分工場で販売先決定機能

が弱いのと一致する。一方、各事業所と

も現場での生産性向上等にあたる生産技

術に携わる人員の割合が高かったことは

注目に値する。8事業所が10人以上の人

員を配置していた。なお、研究開発の割

合が高くなったのは2事業所が60人を、1

事業所が50人の人員を配置しており、平

均値を引き上げたためである6。一方、14

事業所（58.3％）では専任の研究開発人

員を配置していない。

さて、独立系の本社工場との比較で注

目をしたいのは、営業人員の差である。

表１　事業所のタイプと各機能の変化 

機　能 事業所のタイプ 機能の強さ 変　化 

生産機能 
分工場 

独立系本社工場 

分工場 

独立系本社工場 

低～高 

中～高 

低～高 

高～Full

徐々に高度化 

－ 

高度化or一部低下 

－ 
意思決定機能 
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これは後に見るように分工場の製品の納

入先（販売先）が資本関係のある事業所

が多いのに対して、独立系では資本関係

のない事業所に製品を販売しているため

であろう。なお、構成比でみれば分工場

と独立系で大きな差がみられないばかり

か、「購買・調達」、「人事・総務」ではわ

ずかではあるが分工場のほうが構成比は

高くなっている７。

表２　人員配置（１社あたりの平均、人） 

 営業 調達・購買 研究開発 生産技術 人事・総務 生産・現場 その他 

 2.9（3.0） 4.7（4.8） 9.2（9.3） 6.1（6.2） 4.1（4.2） 62.4（63.3） 6.4（6.5） 

 15.2（9.6） 6.6（4.2） 15.6（9.9） 6.8（4.3） 6.1（3.9） 98.3（62.4） 9.1（5.8） 

分工場 

独立系 

注）カッコ内は構成比（％）。 

次に企業（グループ）内で研究開発活

動が主にどこでおこなわれるかたずねた

ところ、「社内に独立した研究開発部署は

存在しない」が11（44.0％）、「事業所内

にある研究開発部署」が8（32.0％）、

「事業所外に立地している研究開発部署」

が5（20.0％）、の順になった（N=25）。

事業所内に研究開発機能を有している分

工場が一定数存在したことは注目に値す

るが、独立系では研究開発機能を有して

いる事業所が88.9％にのぼった（図5）。

同様に企業（グループ）内で原材料の

購入や外注先企業の選定がどこでおこな

われるのかをたずねたところ「事業所内

にある購買部等の調達部署」が1 3

（56.5％）で最も多く、次いで「事業所外

の自社購買部等の調達部署」6（26.1％）、

「受注先・親会社の主導」が4（17.4％）

となった（N=23）。本調査では事業所内

に調達機能を有する事業所が一定数見ら

れており、藤川（2001）の議論とは異な

り、分工場といえども調達機能がないわ

けではないことに注意が必要である。な

図５　研究開発活動の場所 
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分工場 

独立系 

事業所内 
事業所外 
独立した部署なし 
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図６　調達部署の場所 
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お、この点については産業によって調達

政策が異なる８ことが指摘されている（近

藤2007）ことから、今後は産業ごとに詳

細な検討をする必要があろう。ただし、

独立系では88.9％が「事業所内にある購

買部等の調達部署」でおこなっているこ

こまでの検討では分工場と独立系で調達

機能に大きな差は確認できなかったが

（図4、表2）、調達部署の場所では傾向に

大きな違いがみられる（図6）。

Ⅴ．分工場のローカルリンケージと地元

企業との取引関係

ここまでの分工場に関する機能および

組織構造についての議論を理解しつつ、

分工場が形成するリンケージについて検

討することにしたい。さて、事業所のリ

ンケージは最も単純なケースと、事業所

を中心に考えれば、原材料等の購入にか

かわる後方連関（事業所へのInput）、製

品の出荷にかかわる前方連関（事業所か

らのOutput）、そして部品加工等の外注

連関の3つに分けて考えることができる

（図7）。これらのリンケージがどのよう

に地域の企業と関係を持っているのかが

ここでのテーマである。

まず、前方連関について検討しよう。

部分工程型（The part process spatial

structure）の分工場（Massey1995,

pp.73-79）では事業所の主な出荷先とし

て資本関係のある事業所がくることが予

想される。そこで、売上高で見た場合の

第1位となる納入先の事業所についてた

ずねたところ、「資本関係のある他社の事

業所」が11（45.8％）、「同一企業内の他

の場所に立地している事業所」が7

（29.2％）となった。「資本関係のない他

社の事業所」は6（25.0％）となった

（N=24）（図8）。なお、ここでは前2つの

回答が広義の資本関係のある事業所であ

り、分工場の75.0％の納入先が広義の資

本関係のある事業所となっている。一方、

独立系ではすべての事業所で納入先が

「資本関係のない他社の事業所」となって

おり、この点において分工場とは大きく

異なっている。

次に外注連関を念頭に地元企業との取

引関係について検討する。榊原（2005）

で指摘したように、乏しいリンケージの

図７　事業所のリンケージ 

（出所）著者作成。 

図８　第１位納入先の事務所 
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同一企業内の他の場所の事業所 

資本関係のある他社の事業所 

資本関係のない他社の事業所 
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問題は産業によって異なる。こうしたこ

とから、業種によって傾向が異なってい

ることが予想されるので、ここでは全回

答企業間での比較に加え、機械関係およ

びそれと関連する金属、非鉄金属の業種

に限った議論を展開する。これら広義の

機械関係業種の回答数は分工場で13事業

所、独立系で5事業所となっている。こ

こでは分工場がどの程度の外注を活用し

ており９、そのうちどの程度が県内の企業

によってまかなわれているのか、という

全外注における県内企業の利用率（県内

企業率）について検討する。

まず外注に関するローカルリンケージ

を「外注先企業の数」から検討しよう。

分工場では常時取引（月1回以上の取引）

を持つ外注先数は平均14.1社、最小値は

0、最大値は60である（N=25）。なお、

広義の機械関係では平均は14.8（非機械

13.4）であった。一方、独立系事業所の

常時取引を持つ外注先数は平均13.1社、

最小値は0、最大値は50であった。広義

の機械関係のみでは18.4（非機械7.8）と

なった。

分工場で、事業所と同一県内にある常

時取引関係を持つ外注先企業数について

みると、1事業所あたり平均8.9社となっ

た（N=23）。最小値は0、最大値は40で

ある。このうち同一県内に10社以上の外

注先企業を有する事業所は8（34.8％）

であった。なお、広義の機械関係で見れ

ば平均は9.75（非機械7.8）であった。一

方、独立系事業所の同一県内にある常時

取引を持つ外注先数は平均9.7社、最小値

は0、最大値は40であった。広義の機械

関係のみでは13.8（非機械5.0）となった。

ここから常時取引のある外注先企業の

うち、同一県内に立地する外注先企業の

比率（県内企業率）を計算すると分工場

が63.1％（広義の機械関連は65.9％、非

機械57.2％）になったのに対して、独立

系は74.0％（広義の機械関連は75.0％、

非機械64.1％）となった（表3）。県内企

業率について、分工場と独立系でみれば

独立系のほうが高く、また機械関連か否

かでみれば機械関連のほうが高いという

結果を得た。

さて、1社以上の外注先を持つ事業所

に外注先企業の数が最も多く立地してい

る自治体についてたずねると、15事業所

（75.0％）が同一県内であった（N=20）。

次に「外注額」からローカルリンケー

ジのあり方について検討を進めることに

したい。ここでは総外注額に占める県内

表３　外注先における県内企業の割合 

①平均外注先 ②県内の平均外注 県内企業率（②／①×100） 

　14.1社 　8.9社 　63.10％ 

　13.1社 　9.4社 　71.80％ 

　14.8社（13.4社） 　9.75社（7.8社） 　65.9％（57.2％） 

　18.4社（7.8社） 　13.8社（5.0社） 　75.0％（64.1％） 

分工場 

独立系 

機械関連の分工場 

機械関連の独立系 

注）（カッコ）内は非機械の事業所の値。 
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企業の利用率についてみるが、その際、

そもそも総コストに占める外注比率が低

ければ、すなわちそもそも外注額自体が

少なければ、県内企業の利用率が高くて

も県内企業の絶対的な外注額は低くなる。

そこでここでは総コストに占める外注比

率9％以下の事業所（つまり「そもそも

総コストに占める外注比率が低い」事業

所）を除いて検討することにしたい。

分工場の外注額でみた場合の県内企業

の利用率は「そもそも総コストに占める

外注比率が低い」事業所が12（48.0％）

で最も多く、それ以外では「10％～29％

程度」6（24 .0％）、「9％以下」が3

（12.0％）と続いている（N=25）。一方、

独立系では「50％～69％程度」（40.0％）

が最も割合が高くなった。先行研究のと

おり、外注企業の数でみても外注額でみ

ても分工場では県内企業の利用率が低く

なる傾向にある。ただし、一部ではある

が利用率が高い事業所も存在する。

さて、ローカルリンケージの進化に関

して、進出に際して外注先候補企業の調

査をおこなったのかについてたずねたと

ころ、4事業所（18.2％）がおこなった

と回答している（N=22）。調査方法につ

いては、3事業所が自社で独自に調査を、

もう1事業所が信用調査会社を使って調

査をおこなっている。なお、これら外注

先候補を調査した事業所は「総コストに

占める外注比率」は高いが「外注額にお

ける県内企業の利用率」が低くなってい

ることは興味深い。一方、独立系では4

事業所（44.4％）で外注先候補企業の調

査を行っているとのことであった。また

調査方法としては4事業所が自社で独自

に調査を、また1事業所は信用調査会社

も使って調査をおこなっている。限られ

た情報からではあるが、本研究では独立

系のほうが外注先候補を積極的に探索し

ているといえる。

Ⅵ．分工場の外部環境－外的要因分析試論－

ここでは分工場の問題が発生する外的

要因について検討することにしよう。た

だし、分工場が利用可能な地域経済の質

を定量的に把握することはきわめて難し

い問題であり、本稿では充分な分析手法

を提示することができない。そこでここ

では試論的に分工場が地域内企業をどの

ように評価しているのかという点につい

て検討する。なお、そもそも外注を利用

していない事業所は外注先候補として県

内企業のレベルを評価できないので、こ

こでは外注先を5社以上有する事業所に

議論を絞っている。その結果、16事業所

が抽出された。16事業所の平均外注先数

図９　県内企業の利用率（外注額） 
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は1事業所あたり21社、平均の地域内外

注先数は9.9社となった。ここでは地域内

企業のレベルを「品質」「コスト」「納期」

の3点から評価してもらった。ここでは

「非常に高いと思う」を5点、「まあまあ

高いと思う」を4点、以下「どちらとも

いえない」3点、「それほど高くないと思

う」2点、「全く高くないと思う」を1点

として母数で割ることによってポイント

を算出した。ここではポイントが高いほ

ど好評価ということになる。

さて、それぞれのポイントは品質3.75、

コスト2.75、納期が3.67となった（N=16）。

品質および納期については一定の評価を

得ているが、コストについては厳しい評

価となっている。

一方、外注を利用する理由（複数回答）

であるが、「受注量の増減に対応するため」

が5事業所、「自社で生産するよりもコス

トが割安」が4事業所、「労働力不足をカ

バーするため」が3事業所で、外注では

バッファー的な利用が多いといえる。一

方「外注企業に特殊な技術がある」は2

事業所にとどまった（N＝16）。

Ⅶ．事例研究 各分工場の機能と組織構造

ここではこれまで進めてきた分工場の

量的分析を補うために、事例研究として、

化学、建築資材、繊維、機械の4分工場を

取り上げ、各機能および組織構造につい

てより詳細な分析を進めることにしたい。

■A事業所（化学）

同事業所は紫外線吸収剤や酸化防止剤

を主製品とする化学企業の本社工場であ

る。プラスチックの普及に伴い同社の製

品は自動車や電子部品など数多くの製品

に組み込まれている。同社はもともと兵

庫県明石市で創業し、大阪府大阪市で発

展してきたが、1988年に福井県に生産子

会社となるO化学株式会社を設立した。

その後2000年には本社自体を福井県に移

している。福井に事業所を建設した理由

は、自治体の積極的な誘致活動および土

地のコストが大きかったという。もっと

も、現在でも大阪に本部を残しており、

福井は生産全般と研究開発機能、大阪は

営業や購買機能というように機能を分け

ている。このように同事業所はもともと

図10　地域内企業の評価 
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単なる分工場であったものが一部本社機

能を吸収し発展した例として理解できる。

このように、同事業所では一部本社機

能を有するものの、営業や購買等未だ重

要な機能は大阪に残っている。なお、同

社の社長は福井と大阪を往復していると

いう。購買や外注に関しては、原材料は

大阪で、副資材および外注管理は福井で

おこなっているという。

同事業所の地域内の外注先は、同事業

所が立地するテクノポート福井内の事業

所を中心に数社存在する。高度経済成長

期以降、化学関連事業所の立地が厳しく

規制される中で、テクノポート福井は廃

液を処理する浄化センターを有していた

ため、多くの化学関連企業が進出し、結

果として化学関連事業所の集積を形成し

ていった。同社とこれら他の化学関連企

業とはもともと全く取引が存在しなかっ

たが、テクノポート内の企業で構成する

「テクノポート福井企業連絡会」を通じて

知り合い、そこから取引関係が生じるこ

とがあったという。外注のタイプとして

は①自社にない設備が必要な場合、②外

注を利用したほうが低コストですむ場合

の大きく2つのタイプがあるという。

同社の福井工場は、既に本社機能の一

部を有する分工場以上の存在であり、分

工場が本社機能をひきつけたという極め

て珍しい例であるといえる。

■B事業所（建築資材）

同事業所はコンクリート2次製品を製

造する企業グループの地域子会社である。

同社では側溝やヒューム管、護岸ブロッ

ク、のり面ブロックの生産販売をおこな

っており、販売先は9割がゼネコン、残

り1割が役所関係になっている。昨今の

公共工事の削減で売上はピーク時の半分

以下にまで減っているが、シェアは販売

地域で30％となっている。

同グループの分業体制は基本的に生産

の地域分業と意思決定のグループ本社集

中であり、販売地域に生産販売会社を配

置し、東日本では各県1事業所立地とな

っている。なお、西日本では直営ではな

く地元企業に技術供与というかたちで対

応している。同グループの分工場は基本

的にどこも同じ機能をもつ「クローン」

型である。同社の販売範囲は福井県嶺北

地域であり、嶺南地域は他社が担当して

いる。同グループがこのような事業所の

展開をおこなっているのは、コンクリー

ト2次製品はコストの中で占める輸送費

の割合が大きく、なるべく市場に近いと

ころで生産したほうがコストの削減がで

きるからである。

さて、同グループでは地域子会社とい

う形態をとっているが、意思決定権はそ

れほど大きくない。研究開発は基本的に

本社が一括して行うという体制をとって

おり、本社の調整で人員の地域子会社間

での移動もある。採用権限も基本的に本

社にある。もっとも地域子会社の本社所

在地は地元となるため、同社の利益は地
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元に落ちることになる。

さて、同グループのビジネスモデルは

大量生産によるコストの削減であり、生

産工場は地域に分散しているが、使用す

る「型」を多くの工場で共有する等、規

模の経済を追求によってコストの削減に

注力している。調査時点で各工場では共

通製品が6割で、残り4割が地域別製品に

なっているという。現在、地域別製品に

関してはリサイクル関係が重要となって

おり、販売するためには例えば地元から

出た廃棄物であるフライアッシュ等を製

品に混ぜた製品をつくらなければならな

いといった規制がある場合が存在する。

近年では公共需要が減り、地域別製品の

重要性が高まりつつある中で、同社の画

一的な製品の大量生産によるコスト削減

を追求するという戦略が限界に差しかか

りつつある。同グループでは意思決定、

研究開発機能も備えた真の意味での地域

に密着した地域子会社になるよう、下へ

権限を移譲することも検討されている。

■C事業所（繊維）

同事業所は大手素材メーカーAS化成の

生産子会社の本社工場で、世界でAS化成

しか製造していないベンベルグ（キュプ

ラ）を使用して、主に高級紳士服・婦人

服用の裏地の織物を製造している。同社

の起源はもともと地場企業であるが、AS

化成より資本を受け入れ生産子会社にな

った。同社は「事業所内に名目上の本社が

存在するが自社の資本を50％以上有する

親会社が存在する事業所（Subsidiaries）」

である。ヒアリング時点で同社の社長お

よび部長はAS化成からの出向であった。

同社は営業担当の専任従業員は存在せ

ず、兼任がいるのみである。同社の取引

形態はAS化成からの委託生産となるた

め、同社に販売先決定権はない。人事権

は一部存在するが従業員数の総枠が決ま

っており、かつ社長等の幹部は本社から

の出向となっている。生産設備や備品に

関しては、小物は同社内での意思決定で

自由に買うことができるが、1,000万円

を超えるものはグループ本社の決裁が必

要となる。さて、ベンベルグを生産する

のは北陸では2社存在するが、現在同社

では手の込んだものおよび開発を担当、

もう1社は主にベンベルグを用いた大量

生産品を担当、というように分けている。

同社はかつて単純な生産工程のみを取り

扱ってきたが、10数年前からの繊維不況

によるグループの生産機能の見直しで機

能の高度化が進んできた。ただし、これ

は同社が自主的に機能の高度化を志向し

てきたというよりはAS化成グループ本社

の戦略の一環の中での機能再編であった

と理解する必要があろう。なお、同社内

に専任の研究開発人員は存在せず製造課

長が兼任している。また、研究開発は本

社で行われるが、AS化成より開発部隊が

月に一度同社に派遣され、開発会議が行

われている。

■D事業所（機械）

同事業所は著名オーディオメーカーの

生産子会社の本社工場である。以下で見
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るように定義上は分工場に属するが意思

決定も含めてその自律性は極めて高い。

同社は「事業所内に名目上の本社が存在

するが自社の資本を50％以上有する親会

社が存在する事業所（Subsidiaries）」で

ある。同社の実質的なトップは親会社取

締役（同社内での地位は常務、社長は親

会社の社長が兼務）である。

同社内には5名の営業担当人員がいる

が、営業担当人員の籍は本社所属のまま

であり、販売先決定機能は同社内にはな

い。ただし研究開発機能は高く、同社の

研究開発人員50名という数値はグループ

全体の研究開発人員のおよそ半数にあた

る（残り半分はグループ親会社）。研究開

発は、同社が比較的新しいステージの製

品採用権限が同社内にあり、親会社が成

熟段階にある製品の開発といったように

すみ分けをおこなっている。研究開発機

能は親会社に全く劣っていないとのこと

である。その理由として、採用権限が同

社内にあり、研究開発に携わる優秀な理

工系の学生を同社はUターン等で採用で

きたことによる。人事権に関しては同社

トップを除き基本的に同社内にある。調

達や購買、設備への投資についても基本

的に同社内ですべて決定できる。

親会社との関係を確認すれば、同社は

基本的にすべての商品を親会社に販売す

る。同社の経営は基本的にその売却益に

よって担われているが、研究開発にきわ

めて大きな投資が必要な場合には親会社

に研究開発費の捻出を依頼することがあ

る。営業機能は組織構造上、すべて親会

社所属であり、かつ利益は営業の方が大

きくでるが、本社の利益再分配機能は極

めて限定的であり同社の自律性は高い。

同社が企画した事業計画は親会社で反対

されることはまずないという。

地元企業との関係であるが、同社は基

本的にアッセンブラーであり生産に数多

くの部品を必要とするが外注先として地

元企業が利用されるケースはまれである。

プレス等の工程で外注を活用しているが、

外注先は主に長野県、東京都および韓国

や中国等の海外が多い。外注先の探索は

顧客等からの情報が多いという。同社が

求めるプレス等を担える地元企業は少な

く、その結果、現時点で地元企業への外

注は極めて少なくなっているという。

Ⅷ．結びにかえて

本研究では、地方分工場の有する特性

を明らかにするために、北陸地域の分工

場を対象とした調査から、分工場の機能

の変化と組織構造、分工場の形成するロ

ーカルリンケージおよび地元企業との取

引関係について検討をすすめてきた。本

研究から明らかになったのは以下のとお

りである。

図12　Ｄ事業所と親会社の関係 
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①分工場の機能は時間と共に変化をす

る。先行研究の指摘のように、いくつか

の事業所で生産機能において機能の高度

化が見られている。ただし、一部で意思

決定機能が低下する事例を見られた。ま

た、独立系の事業所と比較すれば、意思

決定にかかわる機能で低位にとどまって

おり、特に販売先決定機能で大きな差が

ある。

②分工場では生産現場に最も多くの人

員が配置されているが、生産技術でも相

当の人員が配置されている。一部ではあ

るが研究開発機能を有している事業も存

在した。また、分工場のいくつかは事業

所内部に購買（外注先選定）機能を有し

ており、これらの分工場では事業所内の

調達部署で選定がなされる場合がある。

これらの点は藤川（2001）とは異なる点

である。ただし、独立系と比べれば、営

業および研究開発の人員は明らかに少な

い。また、研究開発が事業所内でおこな

われる比率は独立系と比べればきわめて

低い。調達部署の場所も独立系と比べれ

ば事業所内でおこなわれる比率はきわめ

て低いといえる。

③分工場のローカルリンケージおよび

地元企業との取引関係について、まず分

工場の主な納入先についてみると、

75.0％が資本関係のある事業所であった。

独立系の納入先がすべて資本関係のない

事業所となっていることとは大きく異な

っている。なお、この点については先の

営業組織のあり方と大きく関係している。

外注連関についてはほとんど県内企業と

の取引関係を持たない企業が多く見られ

る一方で、利用率が高い事業所も一定数

存在した。ただし、独立系の事業所と比

べれば外注における県内企業率は低い。

また、広義の機械関連の事業所とそれ以

外の業種の事業所での比較では、機械関

連の事業所のほうが県内企業率は高くな

った。ローカルリンケージの「進化」に

関わる、外注先候補の調査については、

一部の分工場ではあるが、事業所建設の

際には外注先候補企業の選定をおこなっ

ているとの回答であった。ただし、その

比率は独立系事業所に比べてきわめて低

い。

このように、本研究から明らかになっ

た分工場の特性は、これまでステレオタ

イプの分工場のイメージとは若干異なる

ものである。先行研究が指摘するように

本研究での分工場も、独立系と比べれば、

意思決定に関する有する機能が低く、ま

た形成するローカルリンケージも乏しい

というものであった。一方、一部ではあ

るが地元企業と連関を有する分工場が確

かに存在している。また分工場の機能が

決して固定的ではなく、時間とともに変

化する。

このように見てくれば、分工場経済の

問題の本質とは、分工場を誘致するのか

否かという誘致時における一時点での問

題ではなく、それを長期的に地域経済内

に内部化しグレードアップできるか、と

いうことなのかもしれない。その意味か

らすれば、外部から誘致した分工場を内

部化し、地元企業同様内発的発展ができ

るかどうかという視点が重要となる。分

工場の存在をそもそも排除するのではな
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く、分工場の存在をも含み、企業誘致か

否かという二元論を超えた長期的な視点

にたった地域経済の発展戦略を構想する

必要があるのではないか。

いずれにせよ、現時点では分工場に関

する研究蓄積が決定的に不足している。

本研究における上記議論も、非常に限ら

れた情報をもとに行った暫定的なものに

過ぎない。そのため、本研究では確かに

分工場と独立系の事業所との間で特性に

差異がみられたが、それが果たして一般

化できるものなのかそれとも地域性、産

業による差なのかについては明らかにな

っていない。今後も分工場の特性につい

て研究を積み重ねる必要があるだろう。

その上ではじめて分工場経済の問題が発

生するメカニズムの解明が可能になる。
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注）

１ 富山県、石川県、福井県の3県。
２ 分工場の特性および差異を理解する上

で業種は極めて重要だが（榊原2005）、

本研究では十分な回答数が得られなか

ったため、業種の差異を十分に検討で

きていない。
３ 当初、分工場として抽出しアンケート

を送付したが、回答から独立系企業の

本社工場だと分かった2事業所を含む。
４ ここでの前者①が先の分工場の定義①

に、後者②が定義②に相当する。なお、

W a t t s （ 1 9 8 1 ） で は 前 者 を

“Branches”、後者を“Subsidiaries”

と呼んでいる。
５ 規模の経済を追求するため、一部産業

では購買の窓口等を本体に一元化する

動きも見られるという（自動車関連で

実際に分工場進出にかかわったY氏へ

のヒアリングより）。いずれにせよアン

ケートのみからは理由は明らかになら

ないので、さらなる追加調査を加える

ことによって明らかにしたい。
６ これらの3事業所は、大手アパレル系の

研究開発企業G社、大手重電系のタッ

チパネル生産開発企業H社、大手電気

系生産開発企業であるTF社の本社工場

である。なお、H社はもともと独立系

であったが1997年に大手重電メーカー

と資本提携をおこなっており、その際

所有形態が独立系から分工場へと変わ

った事業所である。
７ 人員配置を理解する際、実際の人員数

と構成比でどちらが適当かは難しい問

題である。
８ 例えば、電気機械等では比較的分権的

である一方で、自動車産業等では集権

的であるという。
９ 仮に類似の製品を作っていたとしても、

そもそも外注の必要性自体についても

分工場か否かで異なる可能性がある。
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